
 

 

 

総合環境政策局環境経済課民間活動支援室 
環境教育推進室 

１．事業の概要 
  「新しい公共」とは、国民、NGO/NPO、企業、政府等がそれぞれの役割をもっ
て当事者として参加し協働する場であり、その推進が強く求められている。 
持続可能な社会づくりを進めていく上でも、「新しい公共」を採り入れる手法
が重要かつ効果的であり、その担い手である NGO/NPO 等の活動基盤等の強化を
図ることが必要である。そのため、事業型環境NPO・社会的企業の普及・確立を
通じ環境NPO等の経済的自立化を進めるとともに、NGO/NPO等の政策提言能力の強
化を図る。 
さらに、地域において企業やNGO、行政等のパートナーシップにより実践され
ることが期待される「持続可能な開発のための教育」（ESD ※）は、「新しい公
共」を具体的に進める取組であることから、関係者とのネットワークを広げつ
つ一層の推進を図る。 
 
※「持続可能な開発のための教育」（ESD：Education for Sustainable Development）

とは、持続可能な社会の実現に向け、一人ひとりが環境を始めとする社会の課題と

身近な暮らしを結びつけ、よりよい社会づくりに自ら参画するための教育を指す。 
 
２．事業計画 

（１）環境NGO/NPO等の活動基盤等の強化（民間活動支援室） 

①事業型環境NPO・社会的企業支援活動実証事業         

  事業型環境NPO・社会的企業の立ち上げ及び事業展開を支援する実証事業を行う。

さらに、実証事業の経験を踏まえ、平成21年度に策定した中間支援マニュアルの改

訂を行う。 

②環境政策提言事業        

NGO/NPO等から環境に関する政策提言を公募し、優れた提言を選定し、その政策立

案へのインプット等を目的とした「NGO/NPO・企業環境政策提言フォーラム」を開催

する。優秀提言の中から特に実践可能な提言を選定し、フィージビリティ調査を実施

する。 

 
(２) 地域におけるESDの取組強化推進事業（環境教育推進室） 

 「国連持続可能な開発のための教育の10年」が平成22年に後半に入り、平
成26年を目処に締め括り会合が日本で開催される予定であるところ、国際的な
イニシアティブをとってきた我が国から、それまでの成果を国際社会に発信す
ることが期待されている。国内実施計画の中で重点的取組事項とされた「地域
における実践」として、今後次に掲げる施策を一体的に行う。 
① ESD活動登録制度の実施     

ESD活動の「見える化」等を進める登録制度（平成22年度に開始予定）について、

データベースの充実、あらゆる機会を通じた周知、関係省庁、NPO、企業等との更な

る連携等により活動の登録を更に促進するとともに、共有やネットワークづくりを

目的として地方ブロック単位で実践者や支援者が集まるフォーラムを開催すること

環境分野における「新しい公共」推進事業    １１２百万円（１０７百万円） 



により、地域におけるESD活動を促進する。 

② 地域でのESD活動の活性化のための支援       

①の登録制度を通じて得られた知見も活用しながら、環境、ジェンダー、人権、

文化といった様々な分野をまたぐESD活動を連携することにより、活動のさらなる

活性化につなげる。 

③ ESDコーディネーターの育成        

地域内の学校、NPO、企業、行政等の連携を促進し、地域のESDを推進する「ESD

コーディネーター」を育成するため、平成22年度の試行的な研修の実施結果を踏ま

え、地域におけるESDコーディネーター育成のためのガイドラインの策定を行う。 

 

３．施策の効果 

（１）環境NGO/NPO等の活動基盤等の強化 

 事業型環境NPO・社会的企業中間支援スキーム事業により、「新しい公共」の担い手

であるNPO等の自己収入が増加することにより、活動基盤の強化に資する。 

 NGO/NPO・企業環境政策提言事業により、国民の環境政策への理解が図られるととも

に、行政とNGO/NPO等とのパートナーシップによる政策形成の推進やNGO/NPOの政策

提言能力の強化が図られる。 

  

(２) 地域におけるESDの取組強化推進事業 

  地域単位・ブロック単位、また国内全体で、ESD活動の優良事例、ESD活動を
行う際の効果的な工夫等が共有されるとともに、ESD関係者のネットワークの形
成が進むことにより、地域におけるESD活動がさらに促進され、「新しい公共」
の推進にも資する。 

 

 

 



環境分野における「新しい公共」推進事業

○「新しい公共」とは、国民、NGO/NPO、企業、政府等がそれぞれの役割をもって当事者として
参加し、協働する場。その推進が強く求められているところ。
○「新しい公共」の担い手であるNGO/NPO等の活動基盤等の強化を図る必要。
○「新しい公共」を具体的に進める取組としての「持続可能な開発のための教育」（ESD）の推進が必要。

背景

①事業型環境NPO・社会的企業支援活動
実証事業
事業型環境NPO等の支援活動の実証、中間支
援マニュアルの改訂。

②環境政策提言事業
環境に関する政策提言を公募、優秀提言を選
定。実践可能な提言のフィージビリティ調査を
実施。

①ESD活動登録制度の実施
・ESD活動登録データベースの充実、行政、NPO、
企業等との連携等により登録を更に促進。
・地域フォーラムを通じたESD活動の共有やネッ
トワークづくり。

②ESD活動の活性化のための支援
・環境、ジェンダー、人権、文化といった様々な
分野をまたぐESD活動の連携を推進。

③ ESDコーディネーターの育成
・地域におけるESDコーディネーター育成のため
のガイドラインの策定。

⇒地域のESD活動の一層の促進

環境NGO/NPO等の活動基盤等の強化 地域におけるESDの推進
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